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第一章 諸国の土地収用に関わる「公共利益」 
目 次 
第 1節 歴史背景 






第 3節 公共利益に関する各学説 























































































































































































































































































































                                                        
1 張千帆「公共利益の困境及出路」中国法学 2005 年第 5 期 37 頁参照。 
2 Hugo Grotius, The Law of War and Peace(Vol.3),Francis W. Kelsey(trans), Oceana 
Publications(1964),p.807 
3 張千帆・前掲注（1）37 頁参照。 
4 黄学賢「公共利益界定の基本要素及応用」法学 2004 年第 10 期 11 頁参照。 
5 陳鋭雄『民法総則新論』（三民書局、1982 年）913 頁。 
6 胡建淼 邢益精「公共利益概念透析」法学 2004 年第 10 期 3 頁参照。 
7 グナエウス・ドミティウス・ウルピアヌス（ラテン語: Gnaeus Domitius Ulpianus）は、ローマ帝国
の法学者・政治家である。 
8 Claude Adrien Helvetius、18 世紀フランス唯物主義学者である。 
9 陳新民『ドイツ公法学基礎理論』（山東人民出版社、2001 年版）240 頁参照。 
10 ジェレミ・ベンサム（Jeremy Bentham、1748 年～1832 年）は、イギリスの哲学者・経済学者・法
学者。功利主義の創始者として有名である。「ベンタム」とも。 
11 ルドルフ・フォン・イェーリング（Rudolf von Jhering、Ihering とも、1818 年～1892 年）、ドイツ
の法学者。 
12 劉全徳『西方法律思想史』（中国政法大学出版社、1996 年版）135 頁以下参照。 
13 Roscoe Pound（1870 年～1964 年）米国の法学者。プラグマティズムの立場から、法を相対立する諸
利益の調整によって社会を統制する技術体系であると主張した。著「コモンーローの精神」「法哲学入
門」など。 




2006 年）所収〕82 頁。 




18 張千帆・前掲注（1）38 頁参照。 
19 Kohl v. United States, 91 U.S.367. 
20 美濃部達吉『公用収用法原理』（有斐閣、復刻版、1987 年）48 頁参照。 
21 竹村忠明『土地収用法と補償』（清文社、第 1 版、1992 年）1 頁。 
22 今村成和（畠山武道補訂）『行政法入門』（有斐閣、第 9 版、2011 年）55 頁。 
23 戦憲斌・前掲注（16）82 頁。 
24 小高剛「序章」〔前掲注（16）同所収〕13 頁参照。 
25 平松弘光・前掲注（15）86 頁。 
26 同法 3 条：土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業は、次の各号（略）のい
ずれかに該当するものに関する事業でなければならない。 
27 小高剛「第４章：日本」〔前掲注（16）同所収〕152 頁。 
28 小高剛・前掲注（27）152 頁参照。 
29 藤田宙靖『西ドイツの土地法と日本の土地法』（創文社、第 1 版、1988 年）212 頁以下。 
30 藤田宙靖・前掲注（29）212 頁以下。 
31 肖順武「国外学界の公共利益に関する主要な観点及評介」河南司法警官職業学院学報 2010 年 3 月号
57 頁以下参照。 
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第二章 中国の土地収用制度における公共利益 
－公益認定の制度と学説に関する比較法的考察－                      
 
















（３）土地収用制度上の「公益」の位置づけ                  
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（1982 年憲法）第 10 条：国家は公共の利益の必要のために、法律の規定に基づき土地に対して徴用
することができる。 
第 22 条（修正案）：国家は公共の利益の必要のために、法律の規定に基づき公民の私有財産に対して


















































































日本国憲法 29条 3 項に「私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用いること















































































る。」「そこで試みに問うが、これを根拠として（憲法 13 条 1 項、2 項）私有財産と社会主義
公共財産の法的地位の平等を推断できるのか。絶対に否である」77。 
物権法の性質を巡る論争は一時的に中国では強く注目を呼んでいる。その経緯は以下のよ

































































































































































































押しする政策を強めてきた。2010年には GDPが日本を抜き、世界第 2 位の経済大国となり、
世界の工場の地位を確固としたものにしたが、その背景には、人口増による都市化の拡大と活
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年 6月 21日）所収〕参照。 




ール』―中国人の法意識―」、2015年 1月 31日現在）参照。 
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27 張千帆『憲法学導論』（法律出版社、第 1版、2004年）7頁以下。 
28 http://wandara.net/blog/blog.php?key=45647（2015年 1月 31日現在）参照。 
29 胡康生『中国人民共和国合同法釈義』（中国法制出版社、1999年）92頁。〔後掲注（31）7頁引用〕 
30 馬徳普「公共利益、政治制度と政治文明」教学与研究 2004年第 8期 73頁。〔後掲注（31）7頁引用〕 



















42 竹村忠明『土地収用法と補償』（清文社、第 1版、1992年）1頁。 
43 今村成和（畠山武道補訂）『行政法入門』（有斐閣、第 9版、2011年）55頁。 
44 西村幸次郎『グローバル化のなかの現代中国法』（成文堂、初版、2003年）20以下参照。 























58 季金華 徐駿『土地徴収法律問題研究』（山東人民出版社、第 1版、2011年）14頁。 
59 国土交通省『平成 20年土地基本調査総合報告書（第 1章：我が国における土地所有・利用の概況）』 




62 王利明「公共利益とは『皆の利益』と同じなのか」解放日報 2006年 9月 4日。王利明:中国人民大学
民法学教授。現役中国法学会副会長、中国法学会民法学研究会会長など。 
63 補足として、日本法の観点からみれば、土地及び土地の上にある住宅は共に不動産というが、土地だ
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72 季金華 徐駿・前掲注（58）241頁。 
73 徐鳳真ほか『集体土地徴収制度創新研究』（法律出版社、第１版、2012年）149頁。 
74 董彪「土地収用中公共利益原則初論」中国国土資源経済 2005年第 1期（2005年）47頁。 
75 李牧 耿宝建「我が国の土地徴収と保障制度の改善を論じる」法商研究 2005年第 2期（2005年）14
頁参照。〔季金華 徐駿・前掲注（58）185頁引用〕 
76 胡鸿高・前掲注（39）64頁。 
77 小口彦太「ルビコンを渡った中国法―物権法制定をめぐって―」比較法学 42巻第 1号（2008年）122
頁以下。 
78 関志雄 朱建栄 日本経済研究センター 清華大学国情研究センター『中国の経済大論争』（勁草書
房、第 1版、2008年）7頁。 
79 徐鳳真・前掲注（73）159頁以下参照。 
80 李珍貴ほか「中国土地徴収権行使範囲」中国土地科学 2006年第 2期（2006年）73 頁参照。〔徐鳳真・
前掲注（73）150頁以下引用〕 
81 靳相木『土地徴収改革の主流思想の解析』中国農村経済 2008年第 2期参照。〔徐鳳真・前掲注（73）
以下 151頁引用〕靳相木、浙江大学公共管理学院教授。 





論じる」浙江学刊 2004 年第 4 期（2004 年）119 頁参照） 
84 廣東省土地学会、広州市番禺区国土資源局「土地徴収改革の三つの主要問題探析」中国 
土地 2005年第 8期 56頁参照。〔徐鳳真・前掲注（73）154頁以下引用〕 
85 厳金明「土地徴収制度の改革検討」 
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的判断基準である土地収用法 20 条の定める要件に照らす必要があると考える。 
上記の条文は、「充分な意思と能力を有する」「土地の適正且つ合理的な利用」「収用し又は
使用する公益上の必要」「特別の必要」という表現を用いており、一定の裁量権を行政庁に委














































































て失われる利益に優越していると判断して、本件事業が法 20 条 3号の要件を満たすとした建
設大臣の判断に裁量の範囲の逸脱及び裁量権の濫用はない等として、請求を棄却した。 









る事由に該当しないとし、上告棄却及び上告不受理の決定をした（最高裁、2013年 10月 1日）。 
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③ 央道八王子ジャンクション建設事業認定取消請求事件 ※2005 年（平成 17 年）5月 31 日 






却した。本件は、控訴審（東京高裁 2008年 6 月 19日）、上告審（最高裁 2009年 11月 13日）
で支持された。 
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勿論、以上のような学説の観点は、必ずしも並存しえないわけではない。例えば、情報公開
と住民参加説の主張は、そもそも近年の行政計画制定手続の方向とも合致し、ほとんど受け入








































































2 小澤道一『逐条解説土地収用法』（ぎょうせい、第 3版、2012年）上巻 332頁参照。 
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16 見上崇洋『行政計画の法的統制』（信山社、第 1版、1996年）91頁以下参照。 
17 見上崇洋・前掲注（16）94頁参照。 
18 小澤道一・前掲注（2）273頁以下参照。 
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23 宮田三郎・前掲注（19）26頁参照。 
24 見上崇洋「土地収用における公益性判断の裁量統制」政策科学 13－3（2006年）166頁参照。 











36 美濃部達吉『日本行政法 下巻』（有斐閣、1940年）948頁以下。 
37 この点に関して、南博方は、「戦前において、内務大臣の事業認定に対しては行政訴訟が許されなかっ 
たので、当事者の権利救済の必要から」と述べる。南博方・前掲注（1）48頁。 








44 平松弘光「土地収用事業における公共性の認定」早稲田法学 64巻 4号（1989年）232頁参照。 
45 藤田宙靖・日本不動産鑑定協会第１９回不動産鑑定シンポジュウムにおける特別講演（2001年 9月 28 
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52 2000年 11月 30日建設省建設経済局第５回土地収用制度調査研究会の議事要旨
http://www.mlit.go.jp/pubcom/01/pubcom03/ex5.html（国土交通省ホームページ、2015年 1月 31
日現在）参照。 
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第四章 土地収用手続の日中法制度の比較考察 
目 次 
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   請負により使用 
農民 
  






















国    
都市部土地 
農村部土地                





























































































































































任意の用地取得が困難      土地収用手続 
 
 
事業認定手続       起業者による事前説明会の開催・事業認定申請 
国土交通大臣・知事による事業認定 ※公聴会開催要求があった場合に公聴会の開催 
※意見書が提出された場合に第三者機関へ意見聴取 
      認定理由の公表      起業者による土地調書・物件調書の作成 
 
収用裁決手続       起業者による権利取得裁決の申請、明渡裁決の申立 
収用委員会による審理・現地調査等       権利取得裁決・明渡裁決 
補償金の払渡       権利取得裁決・明渡            




































































































































































家屋建設組織    市・県政府     徴収方案の制定     方案審議、公示（30日以上） 
      意見の公聴      政府常務会議による議決  ※社会安定リスク評価 
   ※補償金の準備を確保 
徴収の決定 
                          
公衆へ告知      補償につき協議      金銭補償または現物代置補償 
 
                  協議とならない場合は ※不服申立て（60日） 
                                   ※行政訴訟（3ヶ月） 









事業者による申請 ――― 土地状況の調査 ――― 市・県級政府が収用補償方案を制定 ――― 
権利者の意見聴取と公聴会の開催 ――― 国務院または省級政府による審査・批准 ――― 市・県


















   
   
 
 
   
 
  









































































































































































                                                        










6 詳細は、江利紅「中国における土地収用制度とその改善に向けた課題」比較法雑誌 46巻 4号、47巻 1
号（2013年）参照。江利紅：中国華東政法大学教授、法治政府研究所所長。 
7 江利紅・前掲注（6）比較法雑誌 46巻 4号（2013年）184頁以下参照。 
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16 平松弘光「やさしい土地収用手続き【4】」用地ジャーナル 2012年 7月号 42頁。 
17 稲本洋之助 小柳春一郎 周藤利一『日本の土地法―歴史と現状』（成文堂、初版、2004年）15頁。 
18 足立忠夫『土地収用制度の問題点―行政学から法律学へ』（日本評論社、第 1版、1995年）42頁参照。 
19 高田賢造『公用収用制度論—比較法的研究』（日本不動産研究所、第１版、1963年）8頁以下参照。 
20 小澤道一『逐条解説土地収用法』（ぎょうせい、第 2版、2003年）上巻 13頁以下参照。〔稲本洋之助 
小柳春一郎 周藤利一『日本の土地法―歴史と現状』（成文堂、初版、2004年）188頁引用〕 










25 江利紅・国際貿易投資研究所（ITI）中国拡大研究会（2014年 2月 13日）での報告「中国における土
地制度および土地収用制度について」レジュメ参照。 



































































































る（1973 年（昭和 48年）10 月 18日土地収用補償金請求民集第 27 巻 9号 1210頁）。しかし、
「土地収用補償金請求事件」（最高裁 2002 年 6月 11 日第３小法廷判決）において、裁判所は、
憲法 29条 3 項の要求する「正当な補償」が完全な補償ではなく、相当な補償であれば十分で
あると判断した。 





















































































































































   補償内容 対価補
償 











日本        
中国都市部        
中国農村部        
米国        
    
   ：当該補償をする。 






















   
       
































































































































































































































































































































































































































なお、2014 年「行政訴訟法」改正（2014 年 11 月 1 日に全人代常務委員会に決定、2015
















5 「Uniform Relocation Assistance and Real Property Acquisition Policies Act of 1970 as amended」
「米国改正 1970年統一移転援助及び不動産取得指針法」301条 3項。公共用地補償機構用地補償研究
所（訳）「米国収用・補償制度リロケーション・アクト関係資料和訳」4頁参照。 








9 平松弘光「やさしい土地収用手続き【1】」用地ジャーナル 2012年 1月号 35頁以下。 
10 平松弘光・前掲注（8）88頁。 
 







































































































その後、2013年の司法解釈は規定を再確認し補充した。2013年 3 月 27日に、北京市高級人
民法院が最高人民法院の指示を確認したことに対し、最高院は「違法な建築物・構築物・施設
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[事例３]「何剛が淮安市淮陰区政府家屋徴収補償決定を訴える事件」 









































































2009年 8 月から 2013年 7月までの期間の中に、任化県政府は、当該村民委員会、村民小組に
おいて徴収補償決定を公開告示し、上記の認定の結果を文書通知の形式で原告に告知した。
2009年 10月に、2013 年 6月に、任化県国土資源局は、原告に違法な土地利用行為を停止する

























徴収補償方案の試制定・修正       
 
登記の建築    合法な建築と認定   補償方案の協議・制定  徴収・補償  
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続の違法性審査」のみであり、建築の違法性の認定に対する実体的審査を行わない、とされる。





























































④原告適格と被告適格についての判断標準を明確すること（改正案草案 10条、11 条）。 
⑤訴訟代表制度の増加。訴訟の当事者が数人である共同訴訟の場合、当事者の同意により代
表者を推薦することができる。その代表者の訴訟行為によって、代表者の代表する当事者の全














































































                                                        
1 趙大光 馬永欣 王暁浜「『人民法院による国有土地上家屋徴収及び補償決定の強制執行の若干問題に























6 憲法 39条：「公民の住宅を犯してはならない。公民の住宅に不法の捜査また侵入することができない。」 
7 草案の改正内容について、全人代による「『行政訴訟法修正案（草案）』に関する説明」
http://www.npc.gov.cn/npc/lfzt/2014/2013-12/31/content_1822189.htm（全国人民代表大会ホーム
ページ―中国人大網、2013年 12月 31日掲載、2014年 9月 31日現在）参照。 























































































































































































































































































































に確保すべきであると指摘した。また、2014 年 8 月最新の最高院判例評釈を考察対象とし、
家屋徴収に係る司法審査の最新の動向を解明した。その特徴として、「事後的救済」かつ「手
続上の形式審査」であり、「具体的行政行為」の違法性に対する実体的審査が欠けている。本
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ている課題である。今後、新たな社会情況に基づく収用補償制度の再整備を中心課題としたい
と考える。
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